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２０１０年１１月１１日

南海電気鉄道株式会社

２０２０１１１１年３月期年３月期
第２四半期第２四半期 決算説明会決算説明会
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本日の内容

１．2011年3月期 第2四半期決算の概要 ・・・・Ｐ ３

２．セグメント別の状況（2011年3月期第2四半期） ・・ Ｐ ６

３．2011年3月期の業績予想・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１５

４．３か年経営計画の進捗状況・・・・・・・・・・・・・Ｐ１９
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１）業績ハイライト

１１．２０．２０１１１１年３月期年３月期 第２四半期第２四半期決算の概要決算の概要

（単位：百万円・％）

－△４，６７３△１２６４，５４７
四半期純利益又は

四半期純損失（△）

２１．９１，３６４７，５８４６，２２０経常利益

９．６１，０２６１１，６７６１０，６５０営業利益

１．７１，５５４９２，０５６９０，５０２売上高

増減率増減額2010年9月期2009年9月期

増減理由 売 上 高 ： 運輸業を除き、不動産業ではマンション分譲の販売増加、ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ業では新規ﾋﾞﾙﾒﾝﾃﾅﾝｽ
物件の増加等により増収

営 業 利 益 ： 減価償却費の増加により減益となった不動産業を除き増益

四半期純利益 ： 下記会計方針変更に伴うﾀｯｸｽﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞの見直しによる繰延税金資産の取崩しにより純損失計上

会計方針の変更 ： 鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うに当たり、地方公共団体等より工事費の一部として工事
負担金等を受領して固定資産を取得した場合には、取得原価の総額を固定資産に計上しておりましたが、

当該工事負担金等を取得した固定資産から直接減額する方法に変更いたしました。



4

（単位：百万円）

８１９，３５４

１２８，１６５

５０５，７３６

６９１，１８８

８１９，３５４

７２４，５７６

９４，７７７

2010年3月末

△ ３，２２１１２４，９４４純資産合計

８０３，０８７

５００，０４９

６７８，１４３

８０３，０８７

７２０，２０５

８２，８８１

2010年9月末

△１６，２６６負債純資産合計

△ ５，６８７有利子負債

△１３，０４５負債合計

△１６，２６６資産合計

△ ４，３７０固定資産

△１１，８９６流動資産

増減額

２）資産の状況

１１．２０．２０１１１１年３月期年３月期 第２四半期第２四半期決算の概要決算の概要

増減理由 流動資産 ： 大型工事未収金の回収等による減少

固定資産 ： 連続立体交差化工事の進捗等による建設仮勘定の増加があったものの、会計方針
の変更に伴い繰延税金資産を取崩したことによる減少

負 債 ： 支払手形及び買掛金の減少及び借入金の返済等による減少

純 資 産 ： 剰余金の配当による減少及び 四半期純損失の計上等による減少
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（単位：百万円）

３）キャッシュ・フローの状況

△８，４９１

△８，１０３

１６，５１１

2010年9月期

△ ３７８

△１，１１１

４，８９０

増減額

△８，１１２

△６，９９１

１１，６２１

2009年9月期

財務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

１１．２０．２０１１１１年３月期年３月期 第２四半期第２四半期決算の概要決算の概要

●営業活動によるキャッシュ・フロー
たな卸資産の減少による収入の増加

●投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出の増加

●財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の償還及び社債による調達額の減少による支出の増加
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建設業

（６社）

その他の事業

（６社）

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ業
（２４社）

流通業

（７社）

不動産業

（４社）

運輸業

（２９社）

【連結子会社５５社・非連結子会社１１社・関連会社４社（うち持分法適用会社２社）】

セグメントの構成状況セグメントの構成状況 （２０（２０１０１０年年９９月末現月末現在在））

売上高 （単位：億円） 営業利益 （単位：億円）

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（（20112011年年33月期月期 第第22四半期）四半期）

※当社および南海都市創造株式会社は複数セグメントに重複して含まれております。

運輸
430

（41.4%）

不動産
120

（11.6%）

流通
117

（11.3%）

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ
165

（15.9%）

建設
198

（19.1%）

その他
7

（0.7%）

運輸
56

（48.3%）不動産
38

（33.1%）

流通
10

（8.7%）

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ
3

（3.4%）

建設
6

（5.8%）

その他
0

（0.7%）

（増減 連結子会社＋１社（日本ケーモー工事株式会社）（対 ２０１０年３月末現在） ）

注．第１四半期会計期間から、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」を
適用したことにより、マネジメント・アプローチに基づいたセグメント区分に変更しております。
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１）セグメント別売上高
（単位：百万円 ・ ％）

１．７

１０．７

３．９

４．９

４．４

６．３

△１．２

増減率

９０，５０２

△１１，１７１

６９９

１９，０９３

１５，７６４

１１，２２３

１１，３３７

４３，５５５

2009年9月期

７１９１２，０５６不動産業

１，５５４９２，０５６合計

△１１，８９５調整額

７５７７４その他の事業

７４７１９，８４１建設業

７７３１６，５３７レジャー･サービス業

４９３１１，７１６流通業

△５３０４３，０２４運輸業

増減額2010年9月期

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（（20112011年年33月期月期 第第22四半期）四半期）

注．第１四半期会計期間から、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」
を適用したことにより、マネジメント・アプローチに基づいたセグメント区分に変更しており、前年同期との増減額及び増減率については、
前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えたうえで記載しております。
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２）セグメント別営業利益
（単位：百万円 ・ ％）

９．６

１５６．４

７６．２

３３５．１

４２．５

△８．５

５．２

増減率

１０，６５０

△１４９

３１

３８７

８９

７１４

４，２２８

５，３４９

2009年9月期

△３６１３，８６６不動産業

１，０２６１１，６７６合計

１０調整額

４８７９その他の事業

２９４６８１建設業

３０１３９０レジャー･サービス業

３０３１，０１７流通業

２７９５，６２９運輸業

増減額2010年9月期

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（（20112011年年33月期月期 第第22四半期）四半期）

注．第１四半期会計期間から、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」
を適用したことにより、マネジメント・アプローチに基づいたセグメント区分に変更しており、前年同期との増減額及び増減率については、
前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えたうえで記載しております。
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３）運輸業の実績 （減収増益） （単位：百万円 ・ ％）

５．２２７９５，６２９５，３４９営業利益

４３，５５５

△２，７０９

１，９５１

１，６０５

１，２２０

１１，８７１

６６０

２８，９５５

2009年9月期

２．０１２６７３軌道事業

△ １．２△５３０４３，０２４売上高

△２，７８３調整額（セグメント内）

１．８３４１，９８５車両整備業

１１．７１８７１，７９２貨物運送業

△１６．７△２０３１，０１７海運業

３．４４０６１２，２７７バス事業

△ ３．１△８９３２８，０６１鉄道事業

増減率増減額2010年9月期

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（（20112011年年33月期月期 第第22四半期）四半期）

増減理由 鉄道事業 ： 旅客運輸収入、運輸雑収の減（前年同期 ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化工事負担金受入あり）

バス事業 ： 関西国際空港リムジンバスの堅調による増（前年インフルエンザの影響による反動増あり）

海 運 業 ： 和歌山徳島航路利用促進事業（社会実験）終了による反動減
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２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（（20112011年年33月期月期 第第22四半期）四半期）

鉄道旅客収入と輸送人員表 （単位：百万円 ・千人・％）

１１５，６６３

７１，８９１

４３，７７２

２６，６５６

１１，７１７

１４，９３８

2010年9月期

実績

△０．２

△０．７

０．７

△０．６

△１．６

０．２

増減率

１１５，９０２合 計

７２，４２５定 期

４３，４７７定期外輸
送
人
員

２６，８１２合 計

１１，９０７定 期

１４，９０５定期外旅
客
収
入

2009年9月期

実績
全 線

３，８３０

１，８０４

２，０２６

２，２５９

５７４

１，６８４

2010年9月期

実績

２．９

２．０

３．７

３．２

１．４

３．９

増減率

３，７２２合 計

１，７６９定 期

１，９５３定期外輸
送
人
員

２，１８９合 計

５６７定 期

１，６２２定期外旅
客
収
入

2009年9月期

実績
空港線
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４）不動産業の実績 （増収減益） （単位：百万円 ・ ％）

△８．５△３６１３，８６６４，２２８営業利益

１１，３３７

△１２８

１，８７０

９，５９５

2009年9月期

６．３７１９１２，０５６売上高

△１５０調整額（セグメント内）

４４．９８４０２，７１０不動産販売業

△１．０△ ９９９，４９６不動産賃貸業

増減率増減額2010年9月期

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（（20112011年年33月期月期 第第22四半期）四半期）

増減理由 不動産賃貸業 ： 主に減価償却費の増(南海ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ再生工事関連）による減益

不動産販売業 ： マンション分譲等の販売促進による増収

主な分譲マンション「なんばグランドマスターズタワー」、「堺東ヴュ－モ」

主な利益内訳 不動産賃貸業 4,258（△382）、不動産販売業 △380（+42）
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（単位：百万円 ・ ％）５）流通業の実績 （増収増益）

４２．５３０３１，０１７７１４営業利益

１１，２２３

△８２０

３２２

６，１１０

５，６１１

2009年9月期

４．４４９３１１，７１６売上高

△８２０調整額（セグメント内）

５．７１８３４０その他

６．２３８０６，４９１物品販売業

１．７９４５，７０５
ショッピングセンター
の経営

増減率増減額2010年9月期

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（（20112011年年33月期月期 第第22四半期）四半期）

増減理由 ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰの経営 ： なんばパークス、なんばＣＩＴＹリニューアル寄与他

物品販売業 ： 難波駅改良工事の完成に伴う増床効果が通期寄与
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６）レジャー・サービス業の実績 （増収増益） （単位：百万円 ・ ％）

△ ８．１△ ３３３７７４１０印刷業

１１．５８６８８，４３８７，５６９ﾋﾞﾙ管理ﾒﾝﾃﾅﾝｽ業

４．９７７３１６，５３７１５，７６４売上高

３３５．１３０１３９０８９営業利益

△１，００２

１，８８０

６９６

１，１０４

２，７０５

７３５

９０７

７５５

2009年9月期

１．３１４１，１１８飲食業

△ ７．１△ ４９６４７広告代理業

５．３４８９５５旅行業

△９９９調整額（セグメント内）

１２．１２２７２，１０８その他

△ ３．２△ ８６２，６１９競艇施設賃貸業

△ ９．７△ ７１６６３ホテル・旅館業

△１９．６△１４８６０７遊園事業

増減率増減額2010年9月期

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（（20112011年年33月期月期 第第22四半期）四半期）

増減理由 遊園事業 ： みさき公園リニューアル（昨年３月）の反動減

ビル管理メンテナンス業 ： 新規ﾋﾞﾙﾒﾝﾃﾅﾝｽ物件の増加及びインターホリデイ㈱の連結子会社化

（昨年６月）が通期寄与

その他： 葬祭事業拡大による増収等
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７）建設業の実績 （増収増益） （単位：百万円 ・ ％）

６．２１，１３５１９，３４１１８，２０５建設業

７６．２２９４６８１３８７営業利益

３．９７４７１９，８４１１９，０９３売上高

△３４４

１，２３３

2009年9月期

△２１３調整額（セグメント内）

△４２．１△５１９７１３建築材料卸売業

増減率増減額2010年9月期

２２．セグメント別の状況．セグメント別の状況（（20112011年年33月期月期 第第22四半期）四半期）

１５６．４４８７９３１営業利益

１０．７７５７７４６９９売上高

△２

７０２

2009年9月期

△２調整額（セグメント内）

１０．８７５７７７その他

増減率増減額2010年9月期

８）その他の事業の実績 （増収増益） （単位：百万円 ・ ％）

増減理由 建設業 ： 一部大型工事案件の利益率向上等による増益
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１）連結業績のまとめ （単位：百万円）

※1修正予想額は、工事
負担金等圧縮後の金
額で表示

※2 ＥＢＩＴＤＡ＝
営業利益＋減価償却費

３３．．20112011年年33月期の業績予想月期の業績予想

2011年3月期

△１，３００４０，５００４１，８００４３，１９９ＥＢＩＴＤＡ※2

△ ３００２２，５００２２，８００２２，４３２減価償却費

△５，６００５００，５００５０６，１００５０５，７３６有利子負債残高

１２．４倍１２．１倍１１．７倍
有利子負債残高

／ＥＢＩＴＤＡ倍率

△３，７００２４，１００２７，８００２７，００４設備投資額※1

△３，７００１，９００５，６００９，９１６当期純利益

△ ９００９，３００１０，２００１２，００６経常利益

△１，０００１８，０００１９，０００２０，７６７営業利益

△ ９００１９５，５００１９６，４００１８５，８４８売上高

期初予想との
差異

修正予想額期初予想額

2010年3月期

実 績

増減 売上高： ビル管理メンテナンス業等の増収があるものの、鉄道事業における工事負担金の会計方針
変更により減収

理由 営業利益： コスト削減効果はあるものの、減収により減益

当期純利益： 工事負担金等圧縮額の特別損失計上、及びタックスプランニングの見直しによる減益

有利子負債残高： 設備投資支出時期のずれによる減少
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（単位：百万円）２）売上高の内訳

３３．． 20112011年年33月期の業績予想月期の業績予想

期初予想額

△ １００１，７００１，８００１，９０６その他の事業

△２１，９００△２３，５００△２４，７６５調整額

△ ９００１９５，５００１９６，４００１８５，８４８合計

△ ８００４８，８００４９，６００３８，９４５建設業

８００３３，３００３２，５００３５，２０６レジャー・サービス業

△ ２００２３，２００２３，４００２３，０３８流通業

△１，０００２６，２００２７，２００２４，３９５不動産業

△１，２００８４，２００８５，４００８７，１２０運輸業

期初予想との

差異
修正予想額

2011年3月期
2010年3月期

実 績
売上高

増減 運輸業： バス運送収入の回復があるものの、鉄道事業における工事負担金の会計方針変更により減収

理由 不動産業： リフォーム事業の不振等による減収

ﾚｼﾞｬｰ・ｻｰﾋﾞｽ業： 旅館業や遊園事業の減収があるものの、ﾋﾞﾙ管理ﾒﾝﾃﾅﾝｽ業の設備工事発生や新規受注により増収

建設業： 南海砂利㈱株式の譲渡による減収
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（単位：百万円）
３）営業利益の内訳

３３．．20112011年年33月期の業績予想月期の業績予想

2011年3月期

△ １００１００２００１９７その他の事業

△１００△３００△４０４調整額

△１，０００１８，０００１９，０００２０，７６７合計

０６００６００８８０建設業

△ ３００５００８００７５８レジャー・サービス業

３００１，６００１，３００１，４３３流通業

△ ６００６，４００７，０００７，５６１不動産業

△ ５００８，９００９，４００１０，３３９運輸業

期初予想との
差異

修正予想額期初予想額

2010年3月期

実 績
営業利益

増減 運輸業： 鉄道事業における工事負担金の会計方針変更による減益

理由 不動産業： リフォーム事業の減収及び南海都市創造㈱合併に伴う調整による減益

流通業： 広告宣伝費等の各種コスト削減による増益

ﾚｼﾞｬｰ・ｻｰﾋﾞｽ業： 旅館業や遊園事業の減収による減益
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３３．．20112011年年33月期の業績予想月期の業績予想

◇ 空 港 線

◇ 全 線

４）運輸業 鉄道旅客収入と輸送人員表
（単位：百万円・千人 ・ ％）

△０．６

△０．８

△０．３

△０．９

△１．６

△０．３

増減率

（対前年）

△１．１

△０．８

△１．５

△１．０

△０．８

△１．２

増減率

（対前年）

２２４，３９５

１３９，１０９

８５，２８６

５２，２０３

２３，０８３

２９，１２０

2011年3月期

期初予想

２２５，４３４

１３９，１４８

８６，２８６

５２，２６８

２２，８９０

２９，３７７

2011年3月期

修正予想

△２．６

△２．１

△３．３

△３．３

△２．８

△３．７

増減率

（対前年）

２２６，８３４合 計

１４０，２８８定 期

８６，５４６定期外輸
送
人
員

５２，７３５合 計

２３，２６１定 期

２９，４７４定期外旅
客
収
入

2010年3月期

実績全 線

０．７

０．５

０．９

０．８

０．３

１．０

増減率

（対前年）

△２．５

△２．０

△３．０

△２．９

△２．０

△３．１

増減率

（対前年）

７，２０９

３，４５６

３，７５３

４，２２０

１，１０５

３，１１５

2011年3月期

期初予想

７，４５０

３，５４７

３，９０３

４，３７９

１，１３０

３，２４８

2011年3月期

修正予想

△６．１

△３．３

△８．６

△７．６

△３．８

△８．９

増減率

（対前年）

７，３９６合 計

３，５２８定 期

３，８６８定期外輸
送
人
員

４，３４４合 計

１，１２８定 期

３，２１６定期外旅
客
収
入

2010年3月期

実績空港線
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３か年経営計画「堅進１２６計画」数値目標

４４．３か年経営計画の．３か年経営計画の進捗進捗状況状況

①連結経常利益 １００億円

②連結有利子負債残高／ＥＢＩＴＤＡ倍率 １２倍

１）修正数値目標（2011年3月期）

２）基本方針

① 「環境保全」のための取組み強化

② 提供するサービスの品質向上

③ なんばエリアのさらなる価値向上

④ 有望事業の成長加速

⑤ 沿線活性化の推進
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３）運輸業

４４．３か年経営計画の．３か年経営計画の進捗進捗状況状況

◇基本方針
安全・サービスレベルの向上、新たな収益源の創出及び
効率的な事業運営体制の構築

①新型ＡＴＳの整備等、安全投資を実施
・2009年度実績：約３５億円、2010年度計画：約５５億円

②駅バリアフリー化工事の推進
・2009年度：住ノ江、七道、湊、石津川、狭山の５駅の

工事を完了（当社負担額約４億円）
・2010年度：河内長野駅をはじめとする７駅で

工事を着工（当社負担額約１３億円）

③南海線で連続立体交差事業を推進
・堺市内、高石市内、泉大津市内

■安全レベルやお客さまへのサービスのさらなる向上

建設中の泉大津連立

バリアフリー化工事を実施
した七道駅のエレベーター
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３）運輸業

４４．３か年経営計画の．３か年経営計画の進捗進捗状況状況

①阪堺電気軌道 阪堺線（堺市内区間）存続に係る
堺市の支援決定（１０年間で支援総額５０億円予定）

②新規路線バス運行開始
・堺市立サッカー・ナショナルトレーニングセンター直行バス（2010年7月）
・リムジンバス「堺東・関西空港線」（2010年10月）

③新駅「和歌山大学前」の設置（2012年春開業予定）
・南海本線孝子駅～紀ノ川駅間

④要員数、工事費削減等による効率的な
事業運営体制の構築

堺市内を走る阪堺車両

建設中の和歌山大学前駅リムジンバス「堺東・関西空港線」

■新たな収益源の創出及び効率的な事業運営体制の構築



22

４）不動産業、流通業 （なんばエリア）

４４．３か年経営計画の．３か年経営計画の進捗進捗状況状況

◇基本方針
なんばエリアのさらなる価値向上に向けたプロジェクトの推進

②南海都市創造株式会社を吸収合併（2010年10月）
・南海会館ビル建替計画の具体化に向けて、資産等を集約し、都市機
能の強化等、総合的な課題に対する取組みの一元化・迅速化を図る

ライブホール（Ｚｅｐｐ Ｏｓａｋａ）位置図

①難波土地区画整理事業用地の取得及び
ライブホール（Ｚｅｐｐ Ｏｓａｋａ）誘致

計画地

●なんばパークス

南海
難波駅

● フレイザーレジデンス
南海大阪

●なんばグランド
マスターズタワー

【Ｚｅｐｐ Ｏｓａｋａ概要】

事業者
株式会社ホールネットワーク

（㈱ｿﾆｰ･ﾐｭｰｼﾞｯｸｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄの全額出資子会社）

開業時期 ２０１２年春

収容人員 ２，５００名前後

敷地面積 約３，０００㎡

建築面積 約２，３００㎡
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４）不動産業、流通業 （なんばエリア）

４４．３か年経営計画の．３か年経営計画の進捗進捗状況状況

⑤なんばＣＩＴＹ再生リニューアル グランドオープン時の「なんばＣＩＴＹ」
本館地下１階（完成予想図）

④なんばパークスリニューアルオープン

【リニューアル計画の概要】

オープン時期 2010年3月11日

リニューアルの目的 積極的な店舗入替えによるＭＤ強化で売上を拡大

対象区域 １期物販ゾーン中心

対象店舗数（リニューアル後） ６３店舗

総投資額 約５億円

【リニューアル計画の概要】

１　期 ２　期

オープン時期 2009年10月16日 2011年4月（予定）

リニューアルの目的

対象店舗数（リニューアル後） ２４店舗 約６０店舗

総投資額 約１１億円 約３６億円（予定）

基幹動線の整備による回遊性の向上、鮮度・感度の高い店舗構成による売上拡大

③難波駅改良工事完成（2009年10月）
・周辺施設との回遊性の向上、構内店舗の充実
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４）不動産業、流通業 （なんばエリア）

４４．３か年経営計画の．３か年経営計画の進捗進捗状況状況

⑥「フレイザーレジデンス南海大阪」開業（2010年10月）
・中長期滞在型宿泊施設概要

○事業スキーム 事業主体（当社）
運営委託先（フレイザーズホスピタリティー社）

○客室数 １１４室
○客室概要 ワンルームタイプの「スタジオ」（46室）

１LDKタイプの「1ベッドルーム」（57室）
２LDKタイプの「2ベッドルーム」（11室）

○敷地面積 １，２３３㎡
○延床面積 ７，６７０㎡
○階 数 地上１３階
○投資額 約３０億円

外観
客室（２ベッドルーム）
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４）不動産業、流通業 （沿線）

４４．３か年経営計画の．３か年経営計画の進捗進捗状況状況

◇基本方針
不動産賃貸関連ビジネスの強化及び沿線価値の向上

①堺市内の賃貸マンション事業を強化
・シャープ工場進出に伴う住宅需要の獲得及び賃貸マンション事業強化

②沿線商業施設の拡充

ショップ南海堺駅南口

物件名称 開業時期 テナント 投資額

ショップ南海堺駅南口 2010年7月 スーパーマーケット他 約4億円

泉佐野駅高架下商業施設 2010年11月 大型ドラックストア、ベーカリーカフェ他 約6億円

物件名称 営業開始時期 住戸数 投資額

サザンコート堺 2008年9月 44戸 約７億円

サザンクレスト堺 2010年5月 80戸 約９億円

サザンクレスト七道 2010年10月 49戸 約４億円
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４）不動産業 （販売業）

４４．３か年経営計画の．３か年経営計画の進捗進捗状況状況

①南海くまとり・つばさが丘の新街区「グランビューテラス」を開発

②分譲マンションの販売促進

③三井不動産販売株式会社と共同出資による南海リハウス株式会社を設立
・大阪南部地域を中心とした住宅の仲介事業の強化

◇基本方針
既存住宅地の販売促進と新たな事業の展開

なんばｸﾞﾗﾝﾄﾞﾏｽﾀｰｽﾞﾀﾜｰ

物件名称 物件所在地 物件戸数

なんばグランドマスターズタワー（※） 大阪府大阪市浪速区 321戸

堺東ヴューモ（※） 大阪府堺市堺区 330戸

ビッグカーサ堺しらさぎ駅前（※） 大阪府堺市北区 626戸

グランドメゾン千歳烏山（※） 東京都世田谷区 65戸

メゾンドデラッセ住ノ江安立 大阪府大阪市住之江区 49戸

阿倍野松崎町レジデンス（※） 大阪府大阪市阿倍野区 74戸

（※）他社との共同事業物件
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４４．３か年経営計画の．３か年経営計画の進捗進捗状況状況

５）レジャー・サービス業

◇基本方針
非鉄道事業分野での収益基盤の着実な拡充

①葬祭ビジネスの拡大（2014年3月期には20店舗体制を目標に）
・５号店「ティア富田林」開業（2010年6月）
・６号店「ティア住之江」開業（2010年10月）

②ビル管理メンテナンス業
・関西圏、首都圏における業容拡大
・四国エリアにおける取扱物件の獲得

③インバウンド事業の推進
・予防医療健診ツアー

葬儀会館ティア富田林店

行程概要 宿泊先

関西国際空港着：（空港特急「ラピート」にて難波駅へ）

髙島屋大阪店、ヤマダ電機にてショッピング

富永病院（大阪市浪速区）にて脳ドック健診

岸和田徳洲会病院にて心臓ドック健診

健診予備日

なんばＣＩＴＹ、なんばパークスにてショッピング

難波駅より空港特急「ラピート」にて関空へ

サンプル行程

１日目

３日目

２日目

－

スイスホテル南海大阪
もしくは

フレイザーレジデンス南海大阪
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４４．３か年経営計画の．３か年経営計画の進捗進捗状況状況

６）建設業

①南海辰村建設 工事原価管理の一層の強化と諸経費削減の推進

②連結子会社である南海砂利株式会社の全株式を譲渡（2010年11月）

７）「環境保全」のための取組み強化

①太陽光発電装置の導入
・泉佐野駅に設置（2008年4月）
・泉大津駅で設置工事進行中、堺駅で設置を検討
・南海フェリー

フェリーつるぎ（2010年2月）、フェリーかつらぎ（2010年3月）に導入

②南海電鉄本社でのISO14001の認証取得に向けた取組みを推進

泉佐野駅の太陽光発電システム

◇基本方針
民間非住宅工事分野への拡大等による受注高の確保と
原価管理の強化等による利益の達成
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４４．３か年経営計画の．３か年経営計画の進捗進捗状況状況

８）次期中期経営計画の方向性

◇高いクオリティを維持しながら「南海グループ」としてのスケールアップを目指す

○事業の拡大による成長の実現
・人口減少時代の到来を見据え、新たな収益基盤の確立が必要
・既存事業の更なる深耕と周辺事業領域への拡大
・沿線観光資源をテコに海外を含めたインバウンドの取り組み強化
・周辺エリアとの連携を深めた「なんば」のまちづくり推進

○債務とキャッシュフローのバランス改善
・効率的な事業運営体制によるＣ／Ｆ創出力の維持･向上
・投資効率を重視した事業の拡大によるＣ／Ｆの獲得
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南海電気鉄道株式会社
〒542-8503 大阪市中央区難波五丁目１番60号
経営政策室（ＩＲ担当）
ＴＥＬ：06-6644-7105 ＦＡＸ：06-6644-7108
ＵＲＬ：http://www.nankai.co.jp/

本資料は投資勧誘を目的とした資料ではありません。あくまでも参考資料であり、正確な決算数値等は決算短信・有価証券
報告書等をご参照ください。本資料で記述しております業績予想及び将来予想は、現時点で入手可能な情報に基づいて算
定しておりますが、需要動向などの業況の変化、物価変動等、多分に不確実要素を含んでおります。そのため、実際の業績
は、様々な要因の変化により業績予想と乖離することもありえますので、ご承知おきいただきますようお願いいたします。

ＩＲのお問い合わせ先ＩＲのお問い合わせ先
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